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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第１四半期
連結累計期間

第61期
第１四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

 売上高（百万円） 7,270 8,004 27,424

 経常利益（百万円） 479 940 1,038

 四半期（当期）純利益（百万円） 275 558 543

 四半期包括利益又は包括利益

 （百万円）
126 267 476

 純資産額（百万円） 40,625 38,519 38,643

 総資産額（百万円） 46,698 44,662 44,381

 １株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
9.88 21.53 19.91

 潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

 自己資本比率（％） 86.41 85.63 86.42

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

      ２．売上高には消費税等は含まれておりません。

      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社の異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

    

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（１）業績の状況

　　　　　当第１四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く環境は、欧州の債務問題を起因とした景気低迷、米国景気の成

長鈍化や新興国の景気減速感などにより全般的に停滞感が強く、先行きについても依然として不透明な状況が続

いております。

　　　　　半導体市場におきましては、最終製品の需要は引き続き力強さを欠くものの、昨年度後半から続いた在庫調整が一段

落し、一部に復調の動きが見えました。

　　　　　こうした状況下、当社グループでは一丸となって売上拡大とコスト削減に努めた結果、当第１四半期連結累計期間の

業績は、売上高8,004百万円（前年同四半期比10.1％増）、うち製品売上高7,954百万円（前年同四半期比10.5％

増）となりました。また、利益面では、営業利益952百万円（前年同四半期比106.1％増）、経常利益940百万円（前

年同四半期比96.2％増）、四半期純利益558百万円（前年同四半期比102.4％増）となりました。

　

　　　　　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　　　　　日本につきましては、半導体業界における在庫調整の一巡によりシリコンウェハー向け製品及びＣＭＰ向け製品の

販売が増加し、非半導体関連の新規需要も伸びたことから、売上高は5,580百万円（前年同四半期比14.4％増）、

セグメント利益（営業利益）は1,100百万円（前年同四半期比65.8％増）となりました。

　　　　　北米につきましては、米国内でのシリコンウェハー向け製品の販売が減少し、売上高は1,070百万円（前年同四半期

比9.7％減）となりましたが、製品構成の影響などによりセグメント利益（営業利益）は82百万円（前年同四半

期比5.3％増）となりました。

　　　　　アジアにつきましては、シリコンウェハー向け製品やＣＭＰ向け製品の販売が増加し、売上高は820百万円（前年同

四半期比14.1％増）となりましたが、製品構成の影響などによりセグメント利益（営業利益）は23百万円（前年

同四半期比17.9％減）となりました。

　　　　　欧州につきましては、ＣＭＰ向け製品の販売が増加し、売上高は533百万円（前年同四半期比9.5％増）となり、セグ

メント利益（営業利益）は51百万円（前年同四半期比446.4％増）となりました。

　

　　　　　主な用途別売上の実績は、次のとおりであります。

　　　　　当社グループの主力となるシリコンウェハー向け製品につきましては、在庫調整の一巡によりウェハーメーカーへ

の出荷が増加し、ラッピング材の売上高は873百万円(前年同四半期比2.7％増)、ポリシング材の売上高は1,878百

万円(前年同四半期比1.7％増)となりました。

　　　　　ＣＭＰ向け製品につきましては、デバイスメーカーの需要が回復したことから、売上高は2,221百万円(前年同四半期

比9.0％増)となりました。

　　　　　ハードディスク向け製品につきましては、タイ国の大洪水による影響は回復したものの、一部のお客様にて生産調整

が行われたため、売上高は420百万円(前年同四半期比1.7％減)となりました。  

　　　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については以下のとおりであ

ります。

① 基本方針の内容　

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを

可能とする者である必要があると考えております。

　当社の株式は金融商品取引所に上場されていることから、資本市場において自由に取引されるべきものであ

ると考えております。したがって、当社の株券等の大規模買付行為（下記③イ．に定義します。以下同じとしま

す。）については、原則としてこれを否定するものではなく、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者
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は、最終的には株主の皆様の自由な意思に基づいて決定されるべきものと考えております。また、当社は、当社

の株券等の大規模買付行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これ

を否定するものではありません。 

　しかしながら、株券等の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対

する明白な侵害をもたらすもの、十分な時間や情報が提供されないまま、株主に株式の売却を事実上強要する

恐れのあるものや、対象会社の取締役会や株主が当該大規模買付行為の内容等について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案の提案等を行うための十分な時間や情報を与えないもの等、対象会社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を著しく損なうものも少なくありません。

　当社の企業価値の源泉を十分理解し、これらを中長期的に確保し、長年築きあげてきた技術、ノウハウなどの

無形の経営資源と市場とを有機的に結合させ企業価値の増大を図る経営をすることができなければ、ステーク

ホルダーの信頼を得ることができず、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反することとなると考えま

す。

　当社は、上記のような当社の企業価値の源泉を理解せず、これらを中長期的に確保し、企業価値の増大を図る

経営を企図しない大規模買付行為やこれに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反

する恐れがある当社の株券等の大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して不適切であり、このような者による大規模買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることによ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み　

ア．当社の企業価値の源泉について

　当社の創業以来蓄積されたノウハウと研究開発力から生まれた当社製品の数々は、シリコンウェハーに代

表される半導体基板の鏡面研磨、半導体チップの多層配線に必要なＣＭＰ（化学的機械的平坦化）、コン

ピュータ用ハードディスクの研磨など高精度な表面加工が求められる先端産業に欠かせぬものとなってお

ります。なかでも、主力事業分野であるシリコンウェハーの超精密研磨材では世界ナンバーワンのマーケッ

トシェアを維持しており、超精密研磨のリーディングカンパニーとして、大手企業の新規参入に対して市場

優位性を維持しております。

　また、当社製品は太陽電池向けのシリコン切断や、水晶デバイス向けウェハー研磨用にも使われておりま

す。最近では、新規溶射技術や装置に最適な溶射材の開発・商品化で新分野を開拓しております。また低消費

電力の光源として市場が拡大しつつあるＬＥＤ用のサファイヤ基板や、次世代パワーデバイスとして期待さ

れているＳｉＣ基板など、従来技術では難しい硬脆材料の研磨・研削技術の研究開発を進めています。さら

に、炭化ケイ素やアルミナなど、原材料の特徴を生かした機能性材料、光学用レンズの研削加工に用いるダイ

ヤモンドペレットなどの開発にも積極的に取り組んでいます。

　このように当社は、「パウダーテクノロジー」を事業領域の基本として、コア技術を高め先端技術をリード

することにより、お客様の満足度を高め信頼を勝ち得てまいりました。また、当社が特定の企業グループに属

することなく独立性の高い経営を堅持していることも、多くのお客様から受け入れていただいている一因と

考えております。

　当社のコーポレートスローガン「技術を磨き、心をつなぐ」には、先端技術を通してより良い製品づくりに

貢献し、人々の心をつなぎ、生活を豊かにするという意味が込められており、人を尊重し地球環境に配慮した

製品づくりが当社の「ものづくり」の根底に流れております。

　当社はこうした「ものづくりの精神」と従業員一人ひとりが変化に果敢に挑戦するという企業風土とＩＴ

を駆使した情報の共有化をテコに、企業競争力の向上と持続的成長によって企業価値を増大してまいりまし

た。

　当社の企業価値の源泉は、こうした製造現場と一体となった高い技術力・開発力、長い歴史のなかで培われ

たお客様との信頼関係、労使間の健全且つ一体感のある企業風土にあると考えております。
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　今後の技術革新をリードし業績の拡大を目指していくためにも、お客様の信頼度のさらなる向上、従業員の

士気向上を図っていくことが重要と考えており、当社はこうした方針のもと、引き続き企業価値の向上にグ

ループを挙げ取り組んでまいります。　

イ．企業価値向上のための取組み（中長期経営計画）

　当社は、バランス・スコアカード（ＢＳＣ）の考え方を基に、平成21年６月に平成30年３月（2018年）期を

最終年度とする９年間の中長期経営計画を策定いたしました。　

　この中長期経営計画は３年を区切りとする３次の中期計画を基にしています。

　第一段階は自己診断と成長のための基礎体力づくり、成長のための種まきにあて、第二段階はまいた種をき

ちんと育てる時期、そして第三段階は事業が花開き、実を収穫する時期、と位置づけ、単に計画期間における

売上や利益率の向上を目指すだけでなく、当社のあるべき姿、進むべき道をより明確にするため、企業理念・

ビジョンの見直しを図りました。新しい企業理念は企業使命、経営姿勢、行動規範の３点からなり、企業ビ

ジョンは事業アイデンティティー、企業文化ビジョン、事業構造ビジョンから構成されております。

　今後当社は経済環境の変化が見込まれるなかでアグレッシブな成長を目指し、積極果敢にチャレンジしな

ければならないと考えております。それに加えてどのような景気変動下にあっても安定的な成長を遂げるた

め、特定の事業や用途に偏ることがない事業構造が必要と考えております。そのため従来から推進している

シリコン・ＣＭＰ・ディスク・機能材・溶射材の５事業に加え、新規事業と新たな用途の探索に継続的に

チャレンジし、その実現に向け様々な可能性を含めた検討を進めることとしました。具体的には(1)ろ過・分

級、(2)砥粒、(3)ケミカルの３つのコア技術を中心に、技術開発を進め、商品開発の加速、事業のさらなる拡大

を推進しております。これらを通じて安定した事業構造を維持するため、将来的には事業構造比率として半

導体関連比率50％、非半導体関連比率50％を目指しております。

　また、全社レベルの目標を事業ごとに戦略目標、施策として具現化し、その成果については評価指標

（ＫＰＩ）によって四半期ごとに進捗管理するなど、明確な責任体制のもと事業戦略を組織横断的に展開し

ております。

［シリコン事業］

　半導体の基板であるシリコンウェハーを高精度に平坦化・鏡面研磨する研磨材事業です。お客様へのタイ

ムリーな新製品の提供とトータルコストメリットの提言を目指し、ものづくりの意識を高めコア技術の確立

と発展に注力し、高いマーケットシェア維持を目指してまいります。

［ＣＭＰ事業］

　半導体チップの高集積化・微細化に伴い半導体製造にＣＭＰは使われてきましたが、今後はますます適用

する工程が多くなることが期待されます。顧客ロードマップに合った迅速な新製品の提供や技術サービスを

核に、より密接なお客様との関係構築や開発力の強化を目指すとともに、安定品質の提供に努めてまいりま

す。

［ディスク事業］

　パソコンやＨＤＤ搭載型ＴＶ、ＤＶＤ・ＢＤレコーダーなどの記憶媒体であるハードディスク用の研磨材

事業です。各業界のニーズをいち早くキャッチし、お客様との信頼関係を構築し次世代ディスクへの要求を

共有することにより、お客様の要求に合った新製品をタイムリーに提供してまいります。

［機能材事業］

　環境エネルギー・代替資源分野を中心に、省エネ・ＣＯ２削減で注目を集めるＬＥＤ照明やパワーエレク

トロニクス用の研磨材、レアアース代替材料等の開発・販売に注力してまいります。また、精密砥石関係、研

磨布紙関係、一般ラップ関係、その他各種の安定した需要に支えられた製品に対しては、品質の維持向上や納

期の迅速化、用途開拓の情報収集や新たな提案等でお客様の信頼を高めるよう努めてまいります。

［溶射材事業］

　鉄鋼、航空機及び半導体等様々な業界の溶射用途向けに、主にサーメット溶射材とセラミック溶射材を提供

している事業です。開発力を強化し、新規高機能製品の早期市場投入やタイムリーなソリューションの提案

により、売上の拡大とともに、収率改善や生産技術力の向上により収益改善とさらなる品質の安定化を図っ

てまいります。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

ア．当社株式の大規模買付行為に関する対応策の目的

上記①記載の基本方針に基づいて、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する

ような一方的且つ大規模な買付行為及びその類似行為を行う者に対しては、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を確保するために、もっとも適切と思われる措置を迅速且つ的確に講じる必要性があると認識して

おります。このような認識のもと、当社取締役会は、こうした不適切な者によって、当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑

止するとともに、大規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるい

は株主の皆様がかかる大規模買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、

株主共同の利益のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的として、「当社株券等の大規模買付行為

に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「本対応方針」といいます。）を更新することを決定いたしまし

た。また、本対応方針の更新については、平成24年６月22日開催の定時株主総会でご承認をいただいておりま

す。

イ．当社株式の大規模買付行為に関する対応策の概要

本対応方針は、（ア）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買

付けその他の取得、若しくは、（イ）当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有

割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けのいずれかに該当する行為

若しくはこれに類似する行為又はこれらの提案（「（２）事業上及び財務上の対処すべき課題」において、

あわせて「大規模買付行為」といいます。）を適用対象としています。

本対応方針では、当社取締役会が、大規模買付行為を行い又は行おうとする者（以下「大規模買付者」と

いいます。）に対して本対応方針に定める大規模買付情報の提供を要請するための手続を定めています。

当社取締役会は、（ア）大規模買付者が本対応方針に定められた手続を遵守せず、又は（イ）大規模買付

行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうような、本対応方針に定める一定の類型に

該当すると判断される場合又は該当すると客観的且つ合理的に疑われる事情が存する場合には、独立委員会

に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は、この諮問に基づき、所定の期間内に、必要に

応じて適宜外部専門家等の助言を得た上で、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行

います。

当社取締役会は、上記独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、本対応方針における対抗措置の発動

を決定します。当社取締役会が対抗措置として一定の行使条件及び取得条項等が付された新株予約権（以下

「本新株予約権」といいます。）の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権を当該決議に

よって定める全ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。

④ 上記取組みについての取締役会の判断及びその理由　

上記②記載の取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なう

ものではなく、当社の役員の地位の維持を目的とするものでもないと判断しております。

また上記③記載の取組みである本対応方針は、大規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様

に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付に応じるべきか否かを判断するために必要な

情報や時間を確保すること、株主共同の利益のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保、向上させるための枠組みであり、基本方針に沿うものであると考えてお

ります。

さらに、本対応方針は、（ア）株主総会の承認により継続され、また必要があれば株主意思確認総会を経る場

合があるなど、株主意思を重視するものであること、（イ）経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表

した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全

に充足し、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り

方」に関する議論等をも踏まえていること、（ウ）合理的且つ客観的な対抗措置発動要件が設定されているこ

と、（エ）当社取締役会から独立した組織として独立委員会が設置され、取締役会は独立委員会の勧告を最大

限尊重して意思決定することとされていること、（オ）本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっ

ても、当社株主総会で選任された取締役で構成された取締役会により、いつでも廃止することができるものと

されていること、（カ）当社の取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結時までとされていること等から、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社

の役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
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（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、548百万円であります。なお、研究開発活動の

状況に重要な変更はありません。

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループは一部主要原材料を輸入や外部メーカーに依存しており、特に新興国の需要増加や原産国の政策

等により影響を受ける可能性があります。

　また、当社製品は半導体業界への売上依存度が高く、パソコン・携帯電話をはじめとする世界の情報通信機器の

市場動向やデジタル家電製品の需要動向等が、当社業績に影響を与える可能性があります。

　当社グループとしましては、どのような景気変動下にあっても安定的な成長を遂げるため、特定の事業や用途に

偏ることがない事業構造への転換が必要と考え、従来から推進しているシリコン・ＣＭＰ・ディスク・機能材・

溶射材の５事業分野に加え、新規事業と新たな用途の探索に継続的にチャレンジし、持続的成長を可能とする事

業構造の実現に向け注力して参ります。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、売上収入を主な財源としております。また、資金の流動性については、流動資産（当

第１四半期連結会計期間末28,984百万円）に対する流動負債（同5,931百万円）となり流動比率は488.7％であ

り、十分な流動性を確保しているものと認識しております。

　　　　　　　　

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営陣の問題認識と今後の方針について重要な変更はあ

りません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,699,500 30,699,500

　東京証券取引所

　名古屋証券取引所

　各市場第一部

単元株式数

100株　

計 30,699,500 30,699,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日　
－ 30,699,500 － 4,753 － 5,038

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式  4,760,300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 25,913,400   　 　 259,134 －

単元未満株式  普通株式　   25,800 － －

発行済株式総数           30,699,500 － －

総株主の議決権 － 259,134 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式900株（議決権の数９個）を含めており

ます。

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社フジミインコー

ポレーテッド

愛知県清須市西枇杷

島町地領二丁目１番

地１

4,760,300 － 4,760,300 15.50

計 － 4,760,300 － 4,760,300 15.50

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から

平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,490 9,677

受取手形及び売掛金 ※
 6,504

※
 7,652

有価証券 5,301 5,302

商品及び製品 2,920 2,746

仕掛品 1,245 1,193

原材料及び貯蔵品 2,075 1,703

繰延税金資産 434 358

その他 574 399

貸倒引当金 △41 △49

流動資産合計 28,506 28,984

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,782 6,633

その他（純額） 7,187 7,110

有形固定資産合計 13,970 13,744

無形固定資産 462 447

投資その他の資産

投資有価証券 99 88

繰延税金資産 48 53

その他 1,493 1,542

貸倒引当金 △199 △199

投資その他の資産合計 1,442 1,485

固定資産合計 15,875 15,677

資産合計 44,381 44,662
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 3,082

※
 3,663

未払法人税等 14 303

賞与引当金 612 291

役員賞与引当金 － 8

その他 ※
 1,814

※
 1,663

流動負債合計 5,523 5,931

固定負債

繰延税金負債 33 29

退職給付引当金 147 150

その他 32 31

固定負債合計 214 211

負債合計 5,737 6,143

純資産の部

株主資本

資本金 4,753 4,753

資本剰余金 5,069 5,069

利益剰余金 35,716 35,885

自己株式 △5,711 △5,711

株主資本合計 39,828 39,997

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 34 26

為替換算調整勘定 △1,509 △1,780

その他の包括利益累計額合計 △1,475 △1,753

新株予約権 59 56

少数株主持分 231 219

純資産合計 38,643 38,519

負債純資産合計 44,381 44,662
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 7,270 8,004

売上原価 5,099 5,334

売上総利益 2,170 2,670

販売費及び一般管理費 1,708 1,717

営業利益 462 952

営業外収益

受取利息 14 15

廃棄物処分益 10 8

その他 9 7

営業外収益合計 34 31

営業外費用

為替差損 12 39

その他 5 3

営業外費用合計 17 43

経常利益 479 940

特別利益

新株予約権戻入益 0 3

特別利益合計 0 3

特別損失

固定資産除却損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 479 944

法人税、住民税及び事業税 79 318

法人税等調整額 120 62

法人税等合計 200 380

少数株主損益調整前四半期純利益 278 563

少数株主利益 2 4

四半期純利益 275 558
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 278 563

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3 △7

為替換算調整勘定 △156 △287

その他の包括利益合計 △152 △295

四半期包括利益 126 267

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 129 280

少数株主に係る四半期包括利益 △3 △12
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 225百万円 201百万円

支払手形 186 207

設備関係支払手形（流動負債「その他」） 1 19

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 449百万円 391百万円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 558 20 平成23年３月31日 平成23年６月23日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの　

　　該当事項はありません。　

　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日

定時株主総会
普通株式 389 15 平成24年３月31日 平成24年６月25日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの　

　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 日本 北米 アジア 欧州 合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売上高　 4,877 1,186 718 486 7,270 － 7,270

セグメント間の内部
売上高又は振替高　

1,242 237 － － 1,480△1,480 －

計 6,120 1,423 718 486 8,750△1,480 7,270

セグメント利益 664 78 28 9 779 △317 462

（注）１．セグメント利益の調整額△317百万円は、セグメント間取引消去26百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△296百万円及び棚卸資産の調整額△47百万円であります。全社費用の主な

ものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 日本 北米 アジア 欧州 合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売上高　 5,580 1,070 820 533 8,004 － 8,004

セグメント間の内部
売上高又は振替高　

1,055 319 16 － 1,391△1,391 －

計 6,636 1,390 836 533 9,395△1,391 8,004

セグメント利益 1,100 82 23 51 1,257 △304 952

（注）１．セグメント利益の調整額△304百万円は、セグメント間取引消去46百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△312百万円及び棚卸資産の調整額△38百万円であります。全社費用の主な

ものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　　　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 9円88銭 21円53銭

　　（算定上の基礎）   

　　　四半期純利益金額（百万円） 275 558

　　　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　　　普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 275 558

　　　普通株式の期中平均株式数（株） 27,939,354 25,939,155

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成16年６月24日株主総会決議

の新株予約権（635個)は、平成

23年６月30日をもって行使期間

が終了しております。

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権

（新株予約権の数　1,525個）

平成19年６月22日株主総会決議

の新株予約権

（新株予約権の数　1,415個）

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成24年８月６日

株式会社フジミインコーポレーテッド    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　圭祐　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 城　　卓男　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジミ

インコーポレーテッドの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジミインコーポレーテッド及び連結子会社の平成24年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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